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■液晶・次世代ディスプレイ・部材 

□ＪＤＩ、台中勢傘下に 「日の丸液晶」が頓挫               2019.4.4 

経営再建中のジャパンディスプレイ（JDI）は 3 日、台湾の電子部品メーカーや中国の投

資ファンドなどで構成する台中連合 3社から、出資などで 600億～800億円の金融支援を

受け入れることで大筋合意した。官民ファンドの INCJ（旧産業革新機構）も支援する。 

液晶の国産化路線は頓挫することになり、日本の産業史にとっても大きな節目となる。 

 

ただ、台中連合の JDI支援は当事者間の合意ができてもなお不透明要因が残る。米中の 

ハイテク摩擦が長引くなか、対米外国投資委員会（CFIUS）など米国当局が中国企業の 

出資をどう評価するかが焦点だ。JDI は問題にならないとみているが、LIXIL グループは

イタリア子会社の中国企業への売却断念に追い込まれた。 

 

□ＪＤＩ、中台連合の出資受け入れ合意 800 億円調達            2019.4.13 

ＪＤＩは１２日、中国最大の資産運用グループなど中国・台湾企業連合から最大８００億

円の資金を調達すると発表した。中台合計で持ち株比率（希薄化考慮前）が４９・８％と

筆頭株主になる。現在の筆頭株主である政府系ファンドのＩＮＣＪの比率は２５・３％か

ら半減する。中台連合「Ｓｕｗａコンソーシアム」は中国資産運用最大手のハーベストグ

ループが取りまとめ役となり、台湾タッチパネル大手のＴＰＫホールディングと台湾金融

大手の富邦グループも参加する。同コンソーシアムの出資構成はＴＰＫ４１・８％、ハー

ベスト３４・５％、富邦２３・６％の予定。併せて、ＪＤＩはＴＰＫと液晶パネル事業で、

ハーベストと蒸着式有機ＥＬﾊﾟﾈﾙ量産計画で業務提携する。中国での工場建設も検討する。 

 

□ＪＤＩ、つなぎ融資 200億円 ＩＮＣＪから                2019.4.19  

ＪＤＩは 18日、筆頭株主で官民ファンドの INCJ（旧産業革新機構）から 200 億円のつな

ぎ融資を受けると発表した。筆頭株主になる予定の台湾・中国の企業連合からの出資は早

くても 6月になる見通し。それまでの運転資金として INCJから借りる 200億円を使う。  

 

□東レエンジニアリング 次世代ＦＰＤ製造装置に力            2019.4.5  

 東レエンジニアリングは、次世代ＦＰＤ用製造装置で攻勢をかける。量子ドットＬＥＤ 

向けには量子ドット塗布装置を手がけ２台の受注実績がある。マイクロＬＥＤ向けではﾄﾘ

ﾐﾝｸﾞ装置、ﾘﾌﾄｵﾌ装置、ﾏｽﾄﾗﾝｽﾌｧｰ装置、発光不良検査装置の開発、実用化を進めている。 
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□イーインク １８年業績 減収も最終利益増加 ＥＳＬ（電子棚札）向け好調持続 

                                   2019.4.11  

 電子ペーパーディスプレイ（ＥＰＤ）の最大手、イー・インクホールディングス（台湾

新竹市）の２０１８年業績は、売上高が前年比７％減の１４２億台湾ドル、営業利益は同

５９％減の 4.6億台湾ドルと減収減益だった。ただし最終利益は同２９％増の２７億台湾

ドルと増加した。電子書籍端末や電子ノートのＣＥ分野比率が７割強、ＥＳＬ向けなどの

ＩｏＴ分野が２割強だったが、今後ＥＳＬの好調が続きＩｏＴ分野構成比が高まる見通し。 

 

□東レ 光学用フィルム増産 高品質ＰＥＴの需要増加          2019.4.11  

 東レはディスプレー向けを含む離型用ＰＥＴフィルムの増産計画を進める。増産対象とな

るのは、偏光板の工程フィルムや保護用フィルム。近年４Ｋ８Ｋの高精細ディスプレイへ

の対応が増加しており。製品には残らない保護＆離型フィルムにも低異物で高い平滑性と

いった高品質が求められている。 

 

□ＬＧ化学液晶部材事業売却へ 有機ＥＬ材料事業は買収         2019.4.18  

 韓国ＬＧグループは、液晶パネル向けの偏光板とガラス基板事業を売却する一方で、有

機ＥＬ向けの材料技術を買収した。今後は液晶に代わって有機ＥＬ向けを事業の中心に

する考えだ。ダウ・デュポンから次世代有機ＥＬ材料と期待される「溶液発光材料技術」

を約２００億円で買収し、契約を完了した。買収した技術にはインクジェットプリンティ

ング関連特許やプロセス技術などが含まれている。 

 

□アスカネット 空中結像ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ強化 低ｺｽﾄの樹脂品量産        2019.4.23 

 アスカネットは、空中投影用の特殊偏光プレート・空中ディスプレイシステムを強化する。

このほど低コストかつ視認性が高い光学樹脂品の量産技術を確立し、高精細なガラス品と

合わせて市場開拓を図る。すでにレストラン用注文システムなどの実証を進めており、ス

マートスピーカーなど小型電子機器への組み込みも目指す。現在パートナー探索を進めて

おり、非接触利用が生きる衛生用途やサイネージ・民生機器など多分野で業容拡大につな

げていく。 

 

□シャープ、第５世代ＩＧＺＯ液晶をスマホ・車載展開           2019.4.25  

シャープは２４日、高精細の８Ｋテレビに採用している第５世代のＩＧＺＯ（酸化物半導

体）液晶技術「ＩＧＺＯ５」を、スマートフォンやタブレット端末、車載用など中小型デ

ィスプレーに展開すると発表した。亀山第２工場（三重県亀山市）や三重第３工場（同多

気町）で量産する計画だ。２０１２年に世界で初めて量産したＩＧＺＯ液晶技術をテコに、

競争が激化するディスプレー市場でシェア拡大を目指す。 



 

□オスラム 透明基板マイクロＬＥＤ共同開発ＰＪを開始         2019.4.25  

 オスラム（独ミュンヘン）は、実装装置メーカーのＡＳＭ ＡＭＩＮＲＡ、研究機関の 

 フラウンフォ－ファーＩＩＳＢと自動車の内装用にマイクロＬＥＤを開発する共同プロ

ジェクト（ＰＪ）を開始したと発表した。期間は２０１８年１１月～２３年１０月として

おり透明かつ高解像度な直視型ディスプレイを実現する考えだ。 

 

■有機ＥＬ 

□ＪＯＬＥＤ、千葉・茂原に印刷方式有機 EL ディスプレイ用製造ライン。'20 年稼働  

2019.4.11   

JOLED(ジェイオーレッド)は 8 日、RGB 印刷方式有機 EL ディスプレイ量産に備え「JOLED

千葉事業所」内での後工程製造ライン構築を開始した。製造の前工程を行なう石川県・能

美事業所と同時に、2020年の稼働開始を目指す。 月産約 22万台の生産能力を備える「後

工程」製造拠点を構築する。製造ラインの設置には、INCJ、ソニー、NISSHA を引受先とす

る第三者割当増資により調達した総額 255億円の資金の一部を活用する。また今回新たに

株主となった NISSHAは、フィルムベースのタッチセンサーを主力製品の 1つとしており、

JOLED は今後、各種ディスプレイ向けタッチセンサーにおいて NISSHA との協業に取り組

むとしている。 

 

□シャープ、車載向け有機 ELパネルを投入へ 21年度にも         2019.4.11 

シャープは有機 ELの車載パネルを 2021年度にも投入する。現在は大半が液晶を採用する

車載パネルでも、今後は曲面の形状にしやすい有機 ELの普及が進むとみられる。  

10日、都内で開いた製品展示会で有機 ELの車載パネルの試作品を公開し

た。サイズは 12.3型で、液晶と異なりバックライトが不要なため薄くで

きる。シャープが既に液晶パネルを供給する自動車メーカーに対して有

機 ELパネルも供給する見込み。 シャープは堺事業所で有機 ELの少量生産を始めており、

自社のスマホ「アクオス ゼロ」に搭載している。車載パネルに使う有機 EL も同事業所

で生産する。  

□折り畳めるパネル、シャープがスマホ向け開発              2019.4.11 

• パネルの試作機（シャープ提供） 

シャープは１０日、折り畳みができるスマートフォン向けパネルの試作機を東京都内で報

道陣に公開した。こうしたパネルは海外メーカーではあるが、日本勢では初めて。数年内

の製品化を目指す。試作機は、内側に二つ折りにできる。 
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□三菱ケミカル 有機ＥＬに液晶ノウハウ応用              2019.4.11 

 三菱ケミカルは、液晶パネル向けで培った材料の技術・ノウハウを有機ＥＬに応用し攻勢

をかける。世界シェア４割以上を握る液晶用ブラックカラムスペーサー（ＢＣＳ）の技術

を活用し、有機ＥＬ用ブラックバンク材料を開発。画質向上に寄与する材料としてパネル

大手へのサンプルワークを開始している。 

 

□ライトディスプレー １８年実績 売上高が最高を更新 合弁で車載照明参入へ 

                                   2019.4.11 

 パッシブ型有機ＥＬメーカー、ライトディスプレー（台湾新竹懸）の２０１８年業績は 

 売上高が前年比１１％増の２８．２億台湾ドル、営業利益は同１２％減の２．８億台湾ド

ルとなり、売上高は過去最高を記録した。営業利益率は１１％となり３年連続で２桁を確

保した。自動車用照明メーカーの米ルミニット（Ｌｕｍｉｎｉｔ）と合弁会社を世知率す

ることに合意し自動車用ランプやＬｉＤＡＲ光源に新規参入する予定。 

 

□山形大－帝人など有機ＥＬ用バリアフィルムＲ２Ｒで電極まで      2019.4.12 

 山形大学有機エレクトロニクスイノベーションセンター（ＩＮＯＥＬ）や帝人などの研究

グループは、新規フレキシブル有機ＥＬデバイス用バリアフィルムの開発を進める。ロー

ル・トウ・ロール（Ｒ２Ｒ）方式で酸化ケイ素（ＳｉＯ２）系の高バリア性単層膜と、酸

化インジウム亜鉛（ＩＺＯ）による透明電極を一括形成する。エッチングペーストによる

電極加工でフォトリソグラフィーがなく、工程負荷も低い。今後、実デバイス実証などを

進め、３年以内をめどに新たな有機ＥＬ用材料技術として実用化を目指す。 

 

□中国勢有機 EL パネルで韓国勢を猛追 最大手 BOE など増産攻勢      2019.4.16 

中国のパネル大手各社が高精細の有機 EL パネルで圧倒的なシェアを誇る韓国勢を追って

いる。最大手の京東方科技集団（BOE）は 2019年末までに量産体制を整え、生産量で世界

2 位の韓国 LGディスプレーを追い抜く見通し。有機 ELは普及が期待される折り畳み型ス

マホでの活用が見込まれており、成長市場を巡る中韓勢の攻防が激しくなりそうだ。 

 

□有機ＥＬ向け水晶式膜厚計厚さ計測精度 10 倍昭和真空と山形大      2019.4.24 

昭和真空と山形大学の城戸研究室は、有機ＥＬの成膜工程で高精度に膜厚を計測する「有

機ＥＬ用水晶式膜厚計」を開発した。膜厚計測に使う水晶センサーの計測数値の安定度を

従来よりも１０倍高め、１秒間に０・００１オングストローム精度の厚さ計測を可能にし

た。成膜装置に装着し、有機ＥＬパネルの歩留まりや品質の向上に役立つ。２０２０年度

中に発売予定。装置やパネルのメーカーに提案し、年間で成膜装置１０台分（約１００台）

の受注を目指す。 

 



□コニカミノルタ、パイオニアとの有機ＥＬ共同出資を解消         2019.4.25 

コニカミノルタは２４日、有機ＥＬ照明事業会社「コニカミノルタパイオニアＯＬＥＤ」

において、パイオニアとの共同出資契約を１６日付で解消したと発表した。社名を「コニ

カミノルタＯＬＥＤ」に変更し、今後はコニカミノルタの完全子会社として事業を継続す

る。それに伴い注力分野を車載照明から商品パッケージなどの高付加価値印刷事業に切り

替え、コニカミノルタ本体とシナジーを生み出していく。 

 

■タッチセンサー 

□接客鏡が全てタッチパネルディスプレイ『tricca 銀座 』オープン      2019.4.3 

日本初となる店内の全接客セット面の鏡がタッチパネルディスプレイを導入した美容室 tricca  

 

□シャープ、４Ｋ液晶パネル搭載の電子黒板 ３サイズ投入         2019.4.16  

 大型タッチディスプレイ搭載 

• ４ＫＣＡＤを使いつつある自動車業界向けなどに売り込む（７５型） 

シャープは１５日、従来製品のフルハイビジョンに対して４倍の解像度となる「４Ｋ」液

晶パネルを搭載した電子黒板「ビッグパッド」シリーズ３製品を５月から順次発売すると

発表した。６５、７５、８５型の３サイズ。ＣＡＤソフトウエアなどで４Ｋ画像を使いつ

つある自動車や建設業界からの需要をにらみ、７０、８０型の最上位モデルに続き、これ

ら中間価格帯の３製品も４Ｋに対応させた。消費税抜きの市場想定価格は６５型で約５０

万円。赤外線の走査を液晶パネル面に近接させることで従来方式より誤動作を低減できる

「InGlass」方式のタッチパネルを採用。付属タッチペンは太さ 2mm/4mm の 2 種類の軸先

を備えており、1本のペンで細字と太字の書き分けを行える。 

 

□タッチパネル用ｿﾌﾄ検証テクノプロが装置投入 人の指の動き再現     2019.4.25 

 テクノプロ（東京都港区）は、タッチパネル用ソフトウエアの不具合を自動で検証するＩ

ｏＴ機器「Ｆｉｎｇｅｒ（フィンガー）１」のレンタルを開始した。社内カンパニーのテ

クノプロ・デザイン社が開発。初の自社開発製品となる。これまで人手で繰り返し行って

いたソフト検証を代行する。フィンガー１は人の指の動きを再現し、タッチパネルのタッ

プ、スワイプなどを行う。画像認証を組み合わせてソフトが正しく動作しているかどうか

を検証。まずアイコンやキーボードの画像データを登録することで画像認識により位置を

見つけてタップやタイピングをする。画像認識のため座標情報を意識する必要がない。 
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■５Ｇ 

□日本電気硝子、５Ｇ対応製品を本格展開 スマホ用素材に応用       2019.4.4 

日本電気硝子は２０１９年から第５世代通信（５Ｇ）に対応する関連製品の市場投入を始

める。５Ｇ電波への影響が少ないスマホの背面カバー向け素材など、既存製品群の応用展

開を図る。５Ｇで使う高周波数帯に対応する、スマホ用などのガラスアンテナについても

開発に着手した。 

熱可塑性樹脂の強化に使う異形断面ガラスファイバーを、５Ｇ対応スマホの背面カバー向

けとしてサンプル出荷を始めた。現在の背面カバーは金属が一般的だが、５Ｇでは電波が

通りにくくなる。電波に影響を与えにくい樹脂への置き換え需要を狙い、１９年中の量産

開始を目指す。 

５Ｇ向けガラスアンテナは需要が本格化する２１年までに製品化する。５Ｇで使うギガヘ

ルツ帯の高周波信号の対応では、伝送損失を抑える低誘電率の基板材料が重要となる。ガ

ラスはその特徴に合致する材料の一つ。５Ｇ向けガラスアンテナは、ＡＧＣが１８年１１

月に合成石英を使った製品を開発済み。車載用や室内外用アンテナとして実用化を目指し、

サンプル出荷を始めた。これに対し、日本電気硝子は石英よりコスト優位性のあるガラス

材料を選定する方針。スマホや車載、基地局用などのガラスアンテナを開発する。 

 

□５Ｇ投資に 5年で 3兆円弱 ドコモなど通信 4社                2019.4.9 

次世代通信規格「5G」の整備に NTT ドコモや KDDI など通信大手 4 社が今後 5 年間で 3 兆

円弱を投じることが分かった。本格商用化が始まる 2020 年をにらみ、全国で段階的に基

地局の設置などを進める。スマホを通じた高速・大容量の通信サービスに加え、あらゆる

モノがネットにつながる IoT など産業基盤の強化につなげる。 

投資額が多いのはドコモと KDDI で、それぞれ 5 年で約 1 兆円を投じる。ソフトバンクは

約 5000 億円で、10 月に携帯事業に新規参入する楽天モバイルは 2000 億～3000 億円を見

込む。投資の大半は 5Gの電波を発信する基地局の整備や工事、設置にかかる費用になる。 

通信各社は現行の「4G」サービスの基地局を開発する通信機器メーカーに発注する公算が

大きい。ドコモは NECや富士通、フィンランドのノキア、KDDIはスウェーデンのエリクソ

ン、韓国のサムスン電子などが軸になるとみられる。 

 

□アップル、クアルコムと知財で和解 5Gスマホに道 調達ならず苦渋の決断 

                                    2019.4.18 

スマホ向け通信半導体の知的財産をめぐり米国内外で訴訟合戦を繰り広げていた米アッ

プルと米半導体大手クアルコムは 16 日、全ての訴訟を取り下げることで和解したと発表

した。次世代通信規格「5G」の開発を主導してきたクアルコムとの関係修復によって、ラ

イバルに出遅れていた「iPhone」の 5G対応が前進することになる。 

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO43476940Y9A400C1EA2000/?n_cid=DSREA001
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■新技術、材料 

□日本発新素材、中国で量産 深センのカーボンナノチューブの拠点  

 集う帰国組、政府の傘                         2019.4.2 

 中国政府が先端技術の集積を後押しする広東省深セン市で、産業の高度化が進んできた。 

 最先端の炭素材料であるカーボンナノチューブや半導体など、製造業の上流にあたる高機

能な素材・部品を手がけるスタートアップ企業が相次ぎ誕生。政府の育成策に応じ海外留

学組（海亀族）が操業している。「世界の工場」の深センの進化により世界のものつくり

の流れが変わる可能性がある。 

 「カーボンナノチューブの普及の一翼を中国で担い、日本の先達がこの分野でノーベル賞 

 を取る環境をつくりたい」。東京大学の博士号を持つ鄧飛董事長（４０）は２０１６年、 

 こんな理念を掲げ、深セン市内に深セン稀湾科技（シーワン・テクノロジー）を創業した。 

 

□ミクロ発條 髪の毛より細いバネ                    2019.4.4 

 ミクロ発條（長野県諏訪市）は直径６０μｍの超微細バネの量産化にメドをつけた。 

 直径６０μｍは、人体に例えると髪の毛の太さを下回るレベルの細さ。同社ではバネの 

 成型機や冶具など、製造の要素技術を駆使することで同加工を実現した。従来は半導体の 

 検査プローブ用に量産する７０μｍ程度までの太さが微細化の限界だった。 

 

□シリコンの「くし」で振動発電 東大が素子、センサーに電源       2019.4.11 

 東京大学の年吉洋教授らはシリコンを微細な「くし」の形に加工して帯電させ、小さな 

 振動で発電できる素子を開発した。道路や体などで起こる揺れから、小型の通信機器や 

 センサーなどを動かす電気を生み出せる。開発した素子の発電部分は、２つの「くし」が 

 かみ合っているような構造だ。くしの歯１本の大きさは幅２０μｍで長さ６５０μｍ。 

 表面を熱処理することで帯電させる。多数のくしの歯が近ずいたり離れたりすると電気が 

 生まれる。縦 2cm、横 3.5cm の大きさの素子を使って発電を試した。高速道路の振動を計

測し実験室で再現して素子を揺らした。最大で 500 マイクロワットの発電を確認出来た。 

 

□全固体電池に技術集結 未来社会の礎へ充電中 高出力で安全、宇宙に車に 

                                    2019.4.12 

 電気自動車（ＥＶ）や「ＩｏＴ」普及のカギを握るとされる「全固体電池」をめぐり多く

のメーカーが開発にしのぎを削っている。同電池は可燃性の液体でなく、燃えにくい 

 固体の電解質を使うのが特徴。安全で、より大きなエネルギー疾力を発揮する。２０２０ 

 年代半ばの普及期を見据え、量産技術の確立などの課題に挑む。 

 

□世界の電池 中韓が主導 リチウムイオン 部材 日本と依存関係  

  ＪＳＲなど 代替素材開発の動き 原料に供給不安             2019.4.12 



□マテリアル・コンセプト 銀配線代替 銅ペースト            2019.4.19 

 東北大学発ベンチャーのマテリアル・コンセプト（仙台市青葉区）は、銀などの貴金属配

線材料を銅ペーストに置き換える技術を開発、チップ接合材やフレキシブル回路、ＲＦＩ

Ｄ回路など幅広い分野の配線材料として市場開拓を加速する。青葉区の製造設備に加え、

「東北地域で大量生産体制を構築する」（小池社長）。さらに来年７月には、スーパー配線

材料拠点「インターコネクト・アドバンスト・テクノロジーセンター（ＩＣＡＴ）」を立

ち上げ、半導体のナノ配線から電子部品用のミクロ・ミニ配線まで、マルチスケールでの

開発により全配線材料を網羅した研究開発・製造体制を整える。 

 

□水素透過率 1000分の１の多層硬質膜、岡谷熱処理と電通大が生成       2019.4.19 

岡谷熱処理工業（長野県岡谷市）と電気通信大学の田村元紀学長補佐・教授は、約３００

度Ｃの状態下で表面処理を施していないステンレス材（ＳＵＳ３１６Ｌ）に比べて水素の

透過率が１０００分の１程度で済む多層硬質膜の生成に成功した。水素ステーションの配

管内部被膜向けなどへ実用化を目指し、今後研究を進める。 

水素原子は原子として最小のため、金属内に侵入しやすく、さらに分子化することによる

金属の脆化が水素ステーションを運用する際の大きな課題とされてきた。 

 

 

 

■カーエレクトロニクス  

□日本電産、新型車載レーダー小さな障害物も察知 自動運転用       2019.4.13 

 日本電産は１２日、自動運転に使われる新しい車載部品を発表した。新型アンテナで精度 

 を高めたレーダーを開発。小さな障害物なども察知しやすくなり自動での車庫入れなどが

しやすくなる。新型アンテナは「５Ｇ」の基地局にも活用でき、２０２５年までに世界の

アンテナ市場の約３割への導入を目指す。 

 

□日本電産がオムロンのカーエレ子会社を 1000 億円で買収、車載モーターの制御系強化  

                                   2019.4.17 

 日本電産は 2019年 4月 16 日、東京都内で会見を開き、オムロンの 100％子会社で車載電

装部品を手掛けるオムロンオートモーティブエレクトロニクスを買収すると発表した。買

収額は 1000 億円で、2019 年 10 月末の手続き完了を予定している。オムロンオートモー

ティブエレクトロニクスは、モーター制御や電源制御、アクティブセーフティ向けのセン

サーとしてドライバーモニタリングや LiDAR（Light Detection and Ranging、ライダー）、

ボディー系の電装部品を製品に持つ。 

 

  



□パイオニア、キヤノン提携 自動運転向けセンサー開発             2019.4.18 

パイオニアとキヤノンは 17 日、自動運転向けセンサーの共同開発で業務提携したと発表

した。センサーの高性能化や小型化、費用の低減を進め、来年秋以降の量産化を目指す。 

 自動運転には障害物の認識が不可欠だ。従来のカメラでは暗闇や逆光に弱く、赤外線も対

象を正確に捉えにくい。両社が共同開発を進める「3D―LiDAR（ライダー）センサー」は

レーザー光を使い、対象までの正確な距離や周辺状況を立体的に把握できる。 

 装置全般の開発はパイオニアが担う。レーザー光の射程や照射範囲を変えるのに透過させ

るレンズ部分で、キヤノンの知見を生かすという。 

 

□グーグル系が改造工場 一般車→自動運転車 デトロイト、ＡＩ組み込む 

                                   2019.4.25 

 グーグル系の自動運転開発会社ウェイモは２３日、一般車を自動運転車に改造する「工場」

を２０１９年半ばに米ミネソタ州デトロイトに構えると発表した。新たな拠点では欧州 

フィアット・クライスラー・オートモービルズ（ＦＣＡ）と英ジャガー・ランドローバー

（ＪＬＲ）から調達した通常の車を自動運転車に改造する。人工知能（ＡＩ）ソフトやセ

ンサー組み込みが主な作業になるようだ。 

 

■企業動向、製品動向 

□京セラ、研究開発費 1000 億円の大台へ 21年３月期に売上高比５％    2019.4.18 

 

京セラは２０２１年３月期に、売上高に占める研究開発費比率を５％程度に引き上げる

方針を固めた。同社は中期目標の中で２１年３月期に売上高２兆円を掲げており、達成

すると研究開発費は初めて１０００億円の大台に乗る。電子部品業界では自動車の電装

化や高速大容量の第５世代通信（５Ｇ）の登場など事業環境が急激に変化している。研

究開発の人員拡充や拠点整備を押し進め、開発スピードを加速する。 

背景にあるのが成長市場の情報通信や自動車関連分野の変化だ。車分野は情報通信と重

なる次世代技術「ＣＡＳＥ（コネクテッド、自動運転、シェアリング、電動化）」に対

する取り組みがカギ。同社は両市場とエネルギーやヘルスケアを合わせた４市場を重点

領域として開発力を強化し、事業規模の拡大を目指す。 

 

http://d1z3vv7o7vo5tt.cloudfront.net/medium/article/img1_file5cb706df19509.png


□美図、スマホ事業撤退 小米に売却、中堅苦境映す             2019.4.16 

女性を中心に人気を集めていた中国スマホメーカーの美図（メイトゥ）は、年内にスマホ

事業から撤退することを明らかにした。中国のスマホ市場は昨年から特に低迷し、中堅メ

ーカーでは生き残れない状況が鮮明になっている。事業は提携先の小米（シャオミ）に譲

渡する。今後はネット広告などの事業に注力するという。 

 

□ＭＲＪ苦悩、受注 3年ゼロ                       2019.4.17 

納入期限まで 1年、量産体制立ち上げ遅れ/ボーイング機事故で米の審査厳格化も  

  三菱重工業傘下の三菱航空機が苦悩している。開発中の国産航空機「三菱リージョナル 

ジェット（MRJ）」に、ここにきて米ボーイング機事故の余波が新たな懸念材料として浮上

してきた。公表している 2020 年半ばの初号機の納入期限まで約 1 年しかないのに、新規

受注はこの 3年でゼロ。競争環境は悪化し、量産体制の立ち上げにも遅れが見られるなど

難題は多い。 

 

□台湾ＩＴ、中国離れ 米中摩擦で顧客が中国製敬遠  地元回帰や東南アジアに移管  

 米中摩擦で顧客が中国製敬遠                     2019.4.20 

台湾の IT 機器メーカーが中国大陸から生産拠点を移転する動きを加速している。データ

センターに使う通信機器などを台湾や東南アジアへ移す企業が相次ぐ。中国の人件費上昇

に直面していたところに、米中摩擦で米国の顧客が中国製機器の採用見直しに動いたため

だ。中国を「世界の工場」に押し上げた台湾勢の転換は世界的なサプライチェーン（供給

網）の再編の兆しと言えるが、中国が阻止に動く可能性もある。 
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□ファナック 中国不安濃く 今期、想定超す６割減益予想 ５Ｇ対応も思わぬ逆風 

                                   2019.4.25 

 ファナックは２４日、２０２０年３月期の最終的なもうけを示す連結純利益が６２３億円 

 と前期比６０％減ると発表した。１０年３月期以来１０年ぶりの低水準になる。米中摩擦

で工場の自動化投資が停滞し、工作機械に使う数値制御（ＮＣ）装置の販売が減る。より

深刻なのがスマホの生産に使うロボドリル。中国の消費低迷もあってスマホの需要が減り、

中国の加工工場で設備を導入する動きが鈍くなっている。 

 また５Ｇスマホの本体は金属でなくガラスや樹脂などの素材に変わるという見方があり、 

 金属を加工するロボドリルの出番が減りかねないファナック特有の要因もある。 

 

□ファーウェイ、クアルコム追う スマホ半導体２強に 

 設計ｉＰｈｏｎｅ並み 売上高 6100億円、５年で３倍           2019.4.25  

 中国通信機器最大手の華為技術（ファーウェイ）が最新スマホ向けに独自設計した半導体

が、米アップルの「ｉＰｈｏｎｅ」用と並ぶ世界最先端の性能を持つことが分かった。フ

ァーウェイは次世代通信規格「５Ｇ」向けのスマホ用半導体を外販する意向も示しており、

この市場をけん引してきた米半導体大手クアルコムと二大勢力を形成する可能性が出て

きた。ファーウェイの半導体は２００４年設立の完全子会社、海思半導体（ハイシリコン）

が手がける。同社は半導体の回路設計と販売に専念し、実際のチップ製造は台湾企業など

に外注する「ファブレス」の事業形態をとる。 

 

□サムスン電子、ギャラクシーフォールドのレビュー用製品を全面回収へ     2019.4.25  

サムスン電子がレビュー用に配布した折りたたみスマートフォン「ギャラクシーフォール

ド」をすべて回収することにした。一部の中国メディアは中国のリビューアーがギャラク

シーフォールド製品を受け取り、使用する過程で画面の故障などの問題が発生したと報じ

た。一方、サムスン電子のある関係者は関連報道について「製品の完成度を高めるための

措置」と事実であることを確認した。 先立ってサムスン電子が米メディアの記者らに配

布したギャラクシーフォールドのレビュー用製品について記者が「１日で故障した」「画

面が破損した」などの評価を出した。 サムスン電子は「画面保護材を無理にはがしたた

め」と説明したが、画面保護材をはがしていない製品でも同様の問題が発見された。これ

に伴い、サムスン電子は２３日にレビュー過程で露見した問題を点検し内部テストを追加

で行うために発売を延期することを決定した。  

ギャラクシーフォールドは当初今月２６日に米国で最初に発売し、５月３日に欧州、５月

中旬に韓国で発売する予定だったが、短い場合は数週間、長くて１～２カ月延期されるも

のと見られる。 サムスン電子は発売時期を数週間以内に改めて発表する予定だと明らか

にした。  

 



■その他 

□就職人気ランキング JTB・ソニー首位 （日経・マイナビ調査）       2019.4.9 

 日本経済新聞社と就職情報サイトのマイナビは 8 日、共同で 2020 年 3 月卒業予定の大学 

生・大学院生の就職希望企業調査をまとめた。人気ランキングでは JTBグループが 3年ぶ

りに文系首位に返り咲いた。理系ではソニーが 3年連続の首位だった。就職活動が早期化

するなか航空や食品など消費者に身近な企業やインターンシップ（就業体験）を積極的に

実施する企業などが上位に入った。 

 

調査は就活早期化を受け例年より開始時期を約 2 カ月早めた。18 年 12 月 1 日～19 年 3 月

21 日にマイナビのサイトやアンケートなどを通じて実施し、4万 7939人から回答を得た。 

 

□お金の未来どこへ キャッシュレス時代の新紙幣                 2019.4.10  

日本「タンス預金」50 兆円規模  

 政府・日銀は 9日、千円、5千円、1万円の新紙幣を 2024年度に流通させると正式発表 

した。日本は世界に類をみない現金大国で、最新技術で偽造防止を強化し、今後も安全な

決済手段として維持する。一方、政府は 25 年に現金を用いないキャッシュレス決済の比

率を欧米並みの 40%に上げる方針も掲げており、お金の未来像はみえてこない。 

１万円 渋沢栄一  5000円 津田梅子  1000円 北里柴三郎 
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国内総生産（GDP）に占める現金の存在感は日本が突出している。16年の GDP で比べると

8%の米国や 6%の韓国に対して日本は 20%。世界で最もキャッシュレスが進み、中央銀行が

デジタル通貨の発行を検討するスウェーデンはわずか 1.4%で、07 年時点の 3.3%から半分

以下になった。 

スマホ決済が普及する中国では、現金の流通残高は 2月末で 7兆 9484億元（約 131兆円）

と、1年前から 2%減少している。日本はむしろ現金の流通が増えており、08 年末の 86兆

円から 18年末には 115兆円と、10年間で 3割増えた。 

現金流通が多い背景には、日銀の超低金利政策の下で、銀行に預けず家計に眠る「タンス

預金」の存在がある。紙幣発行残高の半分程度とされ、50兆円規模とみられる。 

 

□世界初ブラックホール撮影成功 国立天文台などのチーム              2019.4.10 

Ｍ８７銀河のブラックホールの画像 

 

 あらゆる物質をのみ込む巨大ブラックホールの撮影に、国立天文台などの国際研究チーム

が世界で初めて成功し、１０日発表した。世界６カ所の望遠鏡で同時に観測して解像度を

飛躍的に高め、真っ黒な穴を捉えた。ブラックホールの存在を直接裏付けたことになり、

銀河の成り立ちの解明につながる。 

論文は、米専門誌アストロフィジカル・ジャーナル・レターズに掲載された。 

 日米欧などの研究チーム「イベント・ホライズン・テレスコープ」が撮影に成功したのは、

地球から約５５００万光年離れた銀河「Ｍ８７」にあるブラックホール。 

 ブラックホールは重力が極めて強く、光も吸い込んでしまう。光が脱出できなくなる境界

は「事象の地平線（イベント・ホライズン）」と呼ばれる。巨大ブラックホールは宇宙に

無数ある銀河の中心にそれぞれ存在すると考えられているが、誕生の仕組みなどはわかっ

ていない。これまでは、周囲を回る星の動きなどから、間接的に存在を確認していた。 

                                                          

 

 以上 
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